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研究成果の概要（和文）：公共政策を時間について経済学における収穫逓増論による正のフィー

ドバックに基づく理論研究と事例研究、過誤回避については生活保護などの事例研究、情報に

ついてはインテリジェンス論などの観点から分析する手法を暫定的に開発した。 

 
研究成果の概要（英文）：We have developed provisionally the techniques of analyzing public 
policies from viewpoints of time, space, error evasion, information and so on. 
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１．研究開始当初の背景 

公共政策の分析が政策分野ごとにタテワ
リで分析されている現状に鑑み、より一般性
のある分析手法を開発する必要がある。 
２．研究の目的 

政策分野を横断してヨコワリで公共政策
を分析する手法を開発する。 
３．研究の方法 
先行研究の整理 事例研究 サーベイ調査 
４．研究成果 

第一は時間軸による分析である。正のフィ
ードバックのメカニズムを制度または政策
の有する収穫逓増性にまで遡ることによっ
て、ロックイン、非エルゴード性、複数均衡
の様態を理論的に整理するとともに、先行研

究をより明晰に再構成した。 
ここでエルゴード性というのは、本来、集

合平均と時間平均が一致する性質のことを
いう。たとえば、1000 個のサイコロを一気に
転がした場合、出る目の平均は 3.5 となるで
あろう（集合平均が 3.5）。他方、1個のサイ
コロを 1000 回転がした場合も、出る目の平
均はやはり 3.5 となるであろう（時間平均が
3.5）。この場合、集合平均と時間平均が一致
するのでエルゴード性があるという。したが
って、非エルゴード性とは集合平均と時間平
均とが異なることを指す。したがってまた、
試行の順番を変えた時間平均 A と時間平均 B
もまた異なることになる。 
「時間」を重視する議論においては、この
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考え方を拡張して、事象 a, b, cがある場合、
a→ b →c という順番では X という結果が
得られるが、b → a → c という順番では Y
という結果が起こることを指している。事象
の発生する（ゲーム論で用いられるフォーマ
ル・モデルでは表現できない）順番が重要と
いうことである。フィギュアスケートのよう
な採点競技において、演技の順番が得点に影
響を及ぼすことは広く知られている。これな
どは非エルゴード性のわかりやすい例であ
る。 
 第二は空間に注目した分析である。理論構
造を解明することには至らなかったが、都道
府県の東京事務所が一定の場所に集中的に
開設されていることに注目することによっ
て、相互学習が高密度で行われている様態が
明らかにできた。 

都道府県会館は、国会議事堂の間近にあり、
地下鉄でいえば、有楽町線、半蔵門線、南北
線の「永田町駅」から地下通路を使って徒歩
1 分という便利なところにある。この立地の
良さは、同会館がその役割の一つとして掲げ
ている「東京における地方自治の拠点」に物
理的な根拠を与えている。同会館とは別の場
所にオフィスを構えているのは５道県であ
る。しかし、そのうち北海道、岩手県、山口
県および福岡県は同会館に「分室」を持って
いる。都道府県会館にまったく活動拠点を持
たないのは広島県だけである（これ自体興味
深い事象であるが、その意味することころは
現在はろ不明である）。都道府県は一県を除
いて、都道府県会館という一つの「空間」に
出張所を構えているのである。 
 これは一体何を意味するであろうか？ 
  自治体の東京事務所についての研究は皆
無であるが、一般的なイメージは、日本の中
央地方関係の中央集権性を象徴する存在と
いうことである。すなわち、東京事務所は、
地方自治体が中央省庁に陳情する際の拠点
として、あるいは中央省庁が自治体職員を呼
びつけて各種の指導を行うのに便利である
という理由から置かれていると理解されて
きた。 
 しかし、この理解では、第一に都道府県会
館に集中していることを説明しにくく、第二
に東京都ですら都道府県会館に東京事務所
を構えていることは説明できない。 
 第一の点についていえば、中央省庁（霞ヶ
関）が都道府県を低いコストで「支配」する
ために東京事務所を開設させているのであ
れば、分割統治（divide and conquer）する
方がよいはずであり、事務所は分散させなけ
ればならない。そうでなければ、地方は意思
統一して中央に刃向かうこともある危険極
まりない存在になるからである。 
 第二についていえば、東京都庁と霞ヶ関と
の距離は、地下鉄の駅と駅の間だけで言えば、

20 分余りであるから、陳情のためにであれ、
呼びつけに応じるためであれ、都庁舎から職
員はすぐに行くことができる。東京事務所を
わざわざ開設する必要はない。賃料も決して
安くはないはずである。 
  とするならば、東京事務所を、中央から地
方であれ、地方から中央であれ、垂直的な意
思疎通のための拠点とだけ見るのは、かなり
無理があると言わざるをえない。むしろ、都
道府県の間の水平的意思疎通のために存在
していると見るべきではないだろうか。 
 第三は政策分野とは異なる政策類型論の
検討および過誤回避の観点からの政策型論
である。「政策が政治をつくる」という古典
的な命題を経験的に実証、錯誤回避戦略の経
験的な検証など、今後の理論的研究の基礎に
なる経験的研究、すなわち生活保護および金
利規制に関する事例研究をすることができ
た。ただし、引き続き事例研究などの経験的
研究を蓄積する必要がある。 
 第四はインテリジェンスを公共政策のイ
ンフラとして位置づける視角を得たことで
ある。インテリジェンスを「得をするインフ
ォメーション」と簡潔に定義することによっ
て、その範囲を拡大すると同時に、必ずしも
体系的に記述されてこなかったインテリジ
ェンス論を体系化することができた。また、
シギントといわれるインテリジェンスの一
部を構成する暗号論について古代暗号から
公開鍵暗号にいたる発展を整理し、それを公
共政策論の一部に組み入れる可能性を確信
できた。 
 とくに重要であることが判明したのは、公
開鍵方式である。ここではその代表であるＲ
ＳＡ暗号方式で、そのイメージを伝えよう。 
 必要な知識は素数と素因数分解である。素
数は 1とその数自身以外では割り切れない１
より大きい自然数のこと、素因数分解はある
数字を素数に分解することである。たとえば、
21＝３×７ということになる。この素因数分
解を用いて公開鍵方式のイメージを示せば
以下のようになる。 
 メッセージの送り手は 21 という数字を鍵
にして施錠する。受け手は３と７という数字
を鍵にして解錠する。この過程において、2
組の鍵（21 および３と７）を作るのは、秘密
のメッセージを送ってほしい受け手である。
そして、受け手（鍵の作り手）は 21 という
施錠用の鍵を全世界に公開し、３と７という
解錠用の鍵を自分だけの手元においておく
のである。ここでのポイントは、鍵には施錠
用と解錠用の２種類があること、鍵の作り手
（受け手）は施錠用の鍵（21）を「公開鍵」
として公開するが、その素になる解錠用の鍵
（３と７）は「秘密鍵」として自分だけのも
のにしておくこと、したがって送り手ですら
いったん施錠した後は、解錠できないことで



ある。この過程において、鍵の受け渡しはな
いので、鍵配送問題は解消されている。 
 とはいえ、上の例では 21 という数字を素
因数分解して、３と７を割り出すことなど簡
単にできるので、３と７を秘密にしておいて
もまったく意味はない。公開鍵から秘密鍵を
割り出すのは簡単である。しかし、たとえば、
740567（公開鍵）を素因数分解して 787 と 941
という２つの素数（秘密鍵）を得ることはか
なり時間がかかる。反対に、787 と 941 とを
掛けて 740567 を得るのは電卓があれば簡単
にできる。 
 つまり、受け手（鍵の作り手）は２つの大
きな素数（秘密鍵）を掛け算することで公開
鍵を簡単に作成できるが、それ以外の人が、
送り手も含めて、公開鍵から秘密鍵を割り出
すことは極めて困難なのである（黄色の絵の
具と青色の絵の具を混合して緑色を作るこ
とは簡単であるが、緑色の絵の具を分離して、
黄色の絵の具と青色の絵の具を作ることは
非常に難しいのと似ている）。 
 実際にＲＳＡ暗号方式で採用されている
のは 200 桁から 500 桁の素数であるらしい。
現在発見されている最大の素数 9、152、052
桁からみればかわいいものであるが（9、152、
052 ではない。9、152、052 はたかだか 7 桁
にすぎない）、それでも、解読には、完了し
た時点で秘匿されたメッセージが役に立た
ないほどの、時間がかかる。 
 スーパーコンピュターには様々な用途が
あるであろう。しかし、そのうちの一つは暗
号の解読に関係している。インテリジェンス、
そして安全保障に関心を持つ限りは、やはり
「二位ではダメで、世界一を目指す」必要が
あると思えてくる。最高の技術を持たない限
り、秘密を長期間秘匿することは難しいから
である。 

第五はしばしば指摘される制度と実態の
乖離について現実に基づく理論整理を行え
たことである。 
「制度」ではあるが「実態」が伴っていな

い「タイプⅡの乖離」の解説からはじめよう。
その典型は職階制である。職階制は、アメリ
カで広く用いられている制度であり、仕事を
種類と責任の程度に基づいて分類整理し、
個々人に割り当てる制度である。日本ではア
メリカの影響の下、1950 年の「国家公務員の
職階制に関する法律」によって規定された。
この制度は、多くは個人が個室にこもって、
当たえられた仕事のみに責任をもつ執務形
態に適している。しかしながら日本では、大
勢が机を並べ、お互いに助け合いながら仕事
をすることが多いために、このような明確な
分業はなじまなかった。そのために、職階制
は凍結されたままの状態が長らく続いた。そ
して、2007 年、同法は廃止され、（フォーマ
ルな）制度としても姿を消した。 

 他方、厳しく批判にさらされている国家公
務員のキャリア制度は「制度」にはないが「実
態」として存在している「タイプⅠの乖離の
典型である。かつての国家Ⅰ種試験、現在の
総合職試験に合格して採用された者（キャリ
ア組）は、他の試験に合格・採用された者（ノ
ンキャリア組）と比べて格段に早く昇任して
いく。たとえば、キャリア組は 40 歳過ぎに
は課長またそれに準じる役職にほぼ確実に
就くが、ノンキャリア組は 50 歳くらいに例
外的に就くにとどまる。しかし、このような
制度の根拠となる法令はない。あるとするな
らば、給与法上、ある級からその上の級に移
行するための必要な最低年限（在級期間）が
採用試験の種類によって異なるという規定
だけである。しかし、これとても、最短距離
で昇任させることを可能にしているだけで
あって、最短距離で昇任させることを保証し
ているわけではない。キャリア制度は、国家
Ⅰ種の採用者を事実上、最短距離で昇任させ
ることによって成立している制度である。 
 キャリア制度がテーマの一つである大き
な研究会において、報告者が「制度をいくら
変えても実態との乖離は解消しない」と発言
したことがある。この国家公務員試験を改革
してⅠ種を総合職に変えてもキャリア制度
はなくならないと指摘したかったようであ
る。この指摘には異論ないが、その前提にあ
る一般的な主張は根本的に間違っていると
言わなければならない。制度を実態に合わせ
て改革すれば、すなわちキャリア制度をフォ
ーマルな制度として認めてしまえば、乖離は
たちまちにして解消されるからである。キャ
リア制度に法的な根拠がないので改革すべ
きであるというだけのことであれば、それに
法的根拠を与えるという方法もある。しかし、
そのような視点が完全に欠落していたこと
にいまも違和感を覚えている。 
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